
１　開催日時 令和６年12月16日（月）14時00分から

２　開催場所 大阪市契約管財局会議室

３　議題

（１）令和６年７月～令和６年９月分の契約状況について

令和６年度平野市町抽水所集揚砂設備改良工事 ・・・P３

参考資料 ・・・別冊１

（２）【審議２】

指定管理者制度について ・・・別冊２

（３）【審議３】

入札契約制度改正等について ・・・別冊３

（４）【報告１】

契約事務審査会の審査状況について（令和５年度）外１件 ・・・別冊４

（５）【報告２】

大阪市入札契約事務コンプライアンス推進方針の ・・・別冊５

取組状況について

（６）【報告３】

競争入札参加停止措置及び資格制限運用状況総括表 ・・・別冊６

（令和６年７月～令和６年９月分）

（７）【報告４】

談合情報等対応状況一覧表 ・・・別冊６

（令和６年７月～令和６年９月分）

（８）【報告５】 　

「鯨死骸海上運搬処理業務委託」調査意見について（報告） ・・・別冊７

（９）【審議４】

入札契約制度改正等について ・・・別冊８

（10）その他

第204回　大阪市入札等監視委員会

　　　【審議１】

　契約事務手続の適正化に向けて
　― 「鯨死骸海上運搬処理業務委託」（大阪港湾局）の調査報告を受けて ―
　に基づく改善報告について
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【工事】 

 

契 約 の 方 法 事後審査型制限付一般競争入札 

発 注 局  契約管財局 

事 業 主 管 局  建設局 

工 事 名 称  令和６年度平野市町抽水所集揚砂設備改良工事 

工 事 概 要 別紙①工事概要のとおり 

物 件 等 級  無し 

入札参加資格及び 

当 該 資 格 の 設 定 理 由 
別紙②入札参加資格のとおり 

公 告 日  令和６年７月 26日 

開 札 日  令和６年８月 30日 

予定価格(税抜き)  61,770,000円 

最低制限価格（税抜き）又は 

低入札価格調査基準価格（税抜き） 
 56,511,000円 

落札金額(税抜き)及び落札率  60,800,000円（落札率 98.4%） 

契約金額(税込み) 
 66,880,000円 

（60,800,000円＋消費税 6,080,000円） 

契 約 相 手 方  株式会社丸島アクアシステム 

契 約 日  令和６年９月 26日 

入 札 参 加 者 数   １者 

入札経過及び入札結果 別紙③入札経過調書のとおり 

備 考  

審議１ 
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別紙① 

 

「令和６年度平野市町抽水所集揚砂設備改良工事」について 

 

1 事業目的 

平野市町抽水所に設置している集揚砂設備の主要部品取替を主な目的と

する。 

 

2 工事概要 

本工事は平野市町抽水所に設置している第１沈砂池及び第２沈砂池の集

揚砂設備の主要部品取替を行うものである。 

 

沈砂池集揚砂設備イメージ 

 

 

集砂配管 

揚砂配管 

閉塞防止用保護

スクリーン 

写真 1 

集揚砂設備 (下部全容) 
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集砂配管 

揚砂配管 

写真 2 

集揚砂設備 (上部全容) 

写真 3 

揚砂ピット (閉塞防止用保護スクリーン下部) 

集砂配管 

集砂ノズル 
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3 工事場所：平野区平野北 1-1-15 （平野市町抽水所） 

 

4 主要設備概要【集揚砂設備改良工】 

(1) 第 1 沈砂池 No,1 集砂設備 

ア 第 1 沈砂池 No,1 バースクリーン 

イ 第 1 沈砂池 No,1 閉塞防止用保護スクリーン 

 

(2) 第 2 沈砂池 No,1 集砂設備 

ア 第 2 沈砂池 No,1 バースクリーン 

イ 第 2 沈砂池 No,1 閉塞防止用保護スクリーン 

 

5 契約相手方：（株）丸島アクアシステム 

 

6 契約金額（税込み）：66,880,000 円 

 

7 工 期：令和 6 年 9 月 26 日から令和７年 3 月 31 日 

（1） 工程表  

 

 

 

 

 

 

 

※沈砂池内の施工に伴う浚渫（堆積した砂の清掃）は、

本工事には含まず。（別委託にて計画） 

 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和6年度

契約

機器製作及び部品調達

現場施工・試運転

★
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別紙② 

 

入札参加資格 

 

１ 令和６・７・８年度大阪市入札参加有資格者名簿（工事）に入札書提出時点において、「200：

機械器具設置工事」又は「260：水道施設工事」で登録されていること 

２ 当該案件の入札書提出日から開札日まで有効な電子署名及び認証業務に関する法律施行規則

第 13 条第 1 項第 1 号の電子証明書（以下「IC カード」という。）を取得し、大阪市電子入札

システム（以下「電子入札システム」という。）を利用するための大阪市の電子業者登録（IC

カードの登録）を完了している者であること。なお、特定建設工事共同企業体（以下「共同企

業体」という。）については代表者が IC カードを取得し、事業協同組合等（以下「組合」とい

う。）については代表者が組合としての IC カードを取得し、電子入札システムを利用するため

の大阪市の電子業者登録を完了している者であること 

３ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること 

４ 建設業法に基づく「機械器具設置工事業」又は「水道施設工事業」にかかる 一般・特定建設

業許可を有すること 

５ 次に掲げる全ての条件を満たす技術者を配置できること 

(1) 建設業法に係る「機械器具設置工事業」又は「水道施設工事業」の監理技術者又は主任技

術者であること 

(2) 監理技術者においては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習を修了したことを証明

するものを有する者であること 

(3) 契約金額(消費税及び地方消費税を含む。)が 4,000万円以上(ただし建築一式工事は 8,000

万円以上)の場合は、常勤の自社社員(在籍出向者、派遣社員は認められない。)であり、

かつ、入札書提出期限日現在において３か月以上の恒常的な雇用関係を有する者である

こと契約金額(消費税及び地方消費税を含む。)が 4,000 万円未満(ただし建築一式工事は

8,000 万円未満)の場合は、入札書提出期限日現在において常勤の自社社員(在籍出向者、

派遣社員は認められない。)であること 

(4) 契約金額(消費税及び地方消費税を含む。)が 4,000万円以上(ただし建築一式工事は 8,000

万円以上)の場合は、専任の技術者を配置できること（ただし、監理技術者を配置する工

事において、建設業法第 26 条第３項ただし書きに定める監理技術者の職務を補佐する者

（以下「監理技術者補佐」という。）を配置するときはその者を専任で配置できること）

専任で配置予定の技術者は、落札決定日現在で、他の工事に配置していないこと（ただし

次の項目に該当する場合を除く。） 

(ｱ)余裕期間制度活用工事である場合で、配置予定技術者を落札決定日現在で他の工事に

配置している場合は、着工日前日までに他の工事の配置を終えていること（なお、契約

締結日時点で着工日前日までに工事が完了することが明確である場合に限る。） 

7



(ｲ)（ｱ）を除き、議会の議決を要する工事である場合で、配置予定技術者を落札決定日現

在で他の工事に配置している場合は、本契約締結日前日までに他の工事の配置を終え

ていること 

(5) 建設業法第 26 条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特例監理技術

者」という。）を配置する場合は、監理技術者補佐を専任で配置できること 

(6) 監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実

務経験により監理技術者の資格を有する者であること（なお、監理技術者補佐の建設業法

第 27 条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じで

あること） 

(7) 特例監理技術者が兼務できる工事は、本市発注工事(市内工事に限る。)で本工事を含めて

２件までであること 

６ 入札書提出開始日の属する月の前々々月末日時点において納期が到来している大阪市税に係

る徴収金（法人市民税、市・府民税[普通徴収]、市・府民税[特別徴収]、固定資産税・都市計

画税[土地・家屋]、固定資産税[償却資産]、特別土地保有税、軽自動車税、事業所税、市たば

こ税、入湯税、延滞金、重加算金、不申告加算金、過少申告加算金、及び滞納処分費）を完納

していること 

７ 消費税及び地方消費税の未納がないこと 

８ 入札書提出日において、建設業法第 28 条第 3 項又は同条第 5 項の規定による営業停止処分

（大阪市において当該案件に応じた建設工事業の営業ができないものに限る。）を受けていな

いこと 

９ 入札書提出日において、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていない

こと 

10 入札書提出日において、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受け

ていないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと 

11 入札書提出日において、建設業法第 27 条の 23 第１項の規定による経営事項審査（以下「経

営事項審査」という。）の審査基準日が１年７か月以上経過していないこと 

12 11 の条件を満たす経営事項審査の最新のものにおいて、当該案件に応じた建設工事の種類の

完成工事高の年平均が「０」でないこと 

13 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）に基づく雇用保険、健康保険法（大正 11 年法律第 70

号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）に基づく厚生年金保険

（以下「社会保険」という。）に事業主として加入していること。ただし、各保険について法

令で適用が除外されている場合を除く。なお、事業協同組合等にあっては、すべての組合員が

本要件を満たすものであること 

14 関係会社の参加制限 

当該入札に参加しようとする者が、次のいずれかの関係に該当する場合、そのうちの 1 者しか

参加できない。 
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(1) 資本関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合 

① 子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。②において同じ）と

親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。②において同じ）の関係にあ

る場合 

② 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

(2) 人的関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合（ただし、①については、会社等（会社法施行規則

第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ）の一方が民事再生法第２条第４号

に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する

更生会社をいう。）である場合を除く。） 

① 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に

掲げる者をいう。以下同じ）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

１）株式会社の取締役（ただし、次に掲げる者を除く。） 

イ 会社法第２条第 11 号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員で

ある取締役 

ロ 会社法第２条第 12 号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

ハ 会社法第２条第 15 号に規定する社外取締役 

ニ 会社法第 348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行し

ないこととされている取締役 

２) 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

３) 会社法第 575 条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をい

う。）の社員（同法第 590 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている社員を除く。） 

４) 組合の理事 

５) その他業務を執行する者であって、１)から４)までに掲げる者に準ずる者 

② 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は会社更生法第 67

条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねてい

る場合 

③ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

(3) 以下のいずれかに該当する２者の場合 

① 組合（共同企業体を含む。）とその構成員 

② 一方の会社等の電話、ファクシミリ、メールアドレス等の連絡先が、他方の会社等と同

一である場合 

③ 一方の会社等の大阪市の入札に関わる営業活動を携わる者が、他方の会社等と同一であ

る場合 
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④ その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合上記(1)から(3)と同視し得る資

本関係又は人的関係があると認められる場合 

15 入札書提出日より開札日時までの間において、入札参加者（参加者が共同企業体の場合はそ

の構成員を含む。）が次の項目に該当する場合 

(1) 建設業法第 28 条第３項又は同条第５項の規定による営業停止処分（大阪市において当該

案件に応じた建設工事業の営業ができないものに限る。）を受けている。 

(2) 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けている。 

(3) 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている。 

(4) 経営事項審査の審査基準日が１年７か月を経過している。 

(5) 経営事項審査の最新のものにおいて当該案件に応じた建設工事の種類の完成工事高の年

平均が「０」である。 

16 その他要件 

(1) 平成 21 年度以降において、公共下水道・流域下水道・水道施設・河川施設または湛水防

除施設において機械設備等の補修業務・設置工事・修繕業務を、建設業法における「発注者」

と直接契約を締結する「元請負人」として、完成させた施工実績（施工中は除く）を有する

こと 

(2) 本設備は災害時等の緊急時に迅速な対応が必要であり、当日に対応できる様に技術者を

当該設備設置場所に６時間以内に配置できること(サービス業務を移管又は業務提携して

いる企業を含む。) 

(3) 本工事は、工場製作を含む工事であり、工場から現地へ工事現場が移行する際に、主任技

術者又は監理技術者の変更を認める。工場及び現地での配置予定技術者については、上記

「配置予定技術者」欄の条件を満たしていること 
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入札参加資格の設定理由 

 

下水道設備の修復及び改良については、下水処理場等との運転調整が必要であり、施工にあた

り履行実績が必要となる。また、下水道設備は災害時等の緊急時に迅速な対応が必要であり、当

日に対応できる様に技術者を当該設備場所に６時間以内に配置できることを要件とした。 
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別紙③
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